
議第 71 号 

下呂市下水道事業に地方公営企業法の全部を適用することに伴

う関係条例の整理に関する条例について

下呂市下水道事業に地方公営企業法の全部を適用することに伴う関係条例の整理に関す

る条例を別紙のとおり定める。 

令和元年 11 月 29 日提出 

下呂市長  服 部 秀 洋 

  提 案 理 由

下呂市下水道事業について、令和２年４月１日から地方公営企業法（昭和 27 年法律第

292 号）の規定の全部を適用することに伴い、当該条例を制定し関係条例の一部を改正

するもの。 



下呂市下水道事業に地方公営企業法の全部を適用することに伴う 

関係条例の整理に関する条例 

 （下呂市水道事業及び簡易水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 下呂市水道事業及び簡易水道事業の設置等に関する条例（平成16年下呂市条例第176号）の

一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

下呂市水道事業、簡易水道事業及び下水道

事業の設置等に関する条例 

下呂市水道事業及び簡易水道事業の設置

等に関する条例 

（設置） （設置） 

第１条 生活用水その他の浄水を市民に供給す

るため、水道事業及び簡易水道事業（小規模水

道施設を含む。以下同じ。）を設置する。 

第１条 生活用水その他の浄水を市民に供給す

るため、水道事業及び簡易水道事業（小規模水

道施設を含む。以下同じ。）（以下「水道事業

等」という。）を設置する。 

２ 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄

与し、併せて公共用水域の水質の保全に資する

ことを目的として 下水道事業（公共下水道事

業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排

水事業及び小規模集合排水処理事業をいう。以

下同じ。）を設置する。 

（法の適用） （法の適用） 

第１条の２ 地方公営企業法（昭和27年法律第2

92号。以下「法」という。）第２条第３項及び

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号。

以下「令」という。）第１条第２項の規定によ

り、簡易水道事業及び下水道事業に法の規定の

全部を適用する。 

第１条の２ 地方公営企業法（昭和27年法律第2

92号。以下「法」という。）第２条第３項及び

地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号。

以下「令」という。）第１条第２項の規定によ

り、簡易水道事業に法の規定の全部を適用す

る。 

（経営の規模） （経営の規模） 

第２条 水道事業、簡易水道事業及び下水道事業 第２条 水道事業等は、常に企業の経済性を発揮



改 正 後 改 正 前 

（以下「水道事業等」という。）は、常に企業

の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増

進するように運営されなければならない。 

するとともに、公共の福祉を増進するように運

営されなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 下水道事業の経営の規模は、下水道法（昭和

33年法律第79号）第４条第１項に規定する事業

計画に定めるとおりとし、終末処理場の名称及

び位置は、下呂市下水道条例（平成16年下呂市

条例第138号）別表第１のとおりとする。 

５ 農業集落排水事業及び小規模集合排水処理

事業の施設の名称及び位置は、下呂市農業集落

排水処理施設等の設置及び管理に関する条例

（平成16年下呂市条例第141号）別表のとおり

とする。 

（特別会計） （特別会計） 

第３条の２ 法第17条ただし書及び令第８条の

４の規定により、水道事業及び簡易水道事業を

通じて１つの特別会計を設ける。 

第３条の２ 法第17条ただし書及び令第８条の

４の規定により、水道事業等を通じて１つの特

別会計を設ける。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の２第８

項の規定により水道事業等の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が30万円以上である場合とする。 

第５条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第４項の

規定により水道事業等の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責任に係る賠

償額が30万円以上である場合とする。 

（下呂市行政組織条例の一部改正） 

第２条 下呂市行政組織条例（平成16年下呂市条例第11号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（分掌事務） （分掌事務） 



改 正 後 改 正 前 

第２条 各部の主な分掌事務は次のとおりとす

る。 

第２条 各部の主な分掌事務は次のとおりとす

る。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 生活部 (７) 生活部 

 ア 下水道事業に関すること。 

ア～ウ （略） イ 住宅に関すること。 

 ウ 総合交通施策に関すること。 

 エ 有線テレビ施設の管理運営に関するこ

と。 

(８) （略） (８) （略） 

（下呂市職員定数条例の一部改正） 

第３条 下呂市職員定数条例（平成16年下呂市条例第28号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（定数） （定数） 

第２条 職員の定数は、次の表に掲げるとおりと

する。 

第２条 職員の定数は、次の表に掲げるとおりと

する。 

区分 定数（人） 

市長の事務部局 403

議会の事務部局の項～消防機関の事務局の項

（略）  

公営企業の事

務部局 

水道事業、簡易

水道事業及び

下水道事業 

14

病院事業の項・観光施設事業の

項 （略） 

合計 668（29） 

区分 定数（人） 

市長の事務部局 406

議会の事務部局の項～消防機関の事務局の項

（略） 

公営企業の事

務部局 

水道事業及び

簡易水道事業 

11

病院事業の項・観光施設事業の

項 （略） 

合計 668（29） 

注（ ）書は兼任を示す。 注（ ）書は兼任を示す。 

 （下呂市特別会計条例の一部改正） 

第４条 下呂市特別会計条例（平成16年下呂市条例第53号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 



（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第2

09条第２項の規定により、事業の円滑な運営

と、その経理の適正を図るため、次に掲げる特

別会計を設置する。 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第2

09条第２項の規定により、事業の円滑な運営

と、その経理の適正を図るため、次に掲げる特

別会計を設置する。 

 (１) 下呂市下水道事業特別会計 

(１)・(２) （略） (２)・(３) （略） 

（下呂市基金条例の一部改正） 

第５条 下呂市基金条例（平成16年下呂市条例第56号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（設置） （設置） 

第３条 積立基金として設置する基金の名称、設

置の目的及び積立額は、次のとおりとする。 

第３条 積立基金として設置する基金の名称、設

置の目的及び積立額は、次のとおりとする。 

基金の名称 設置の目的 積立額 

(１)～(６) （略） 

(７) 下呂

市国際交

流基金 

国際交流及び文化振興事

業の必要な経費の財源に

充てるため 

市長が定

める額 

(８)～(25) （略） 

２ （略） 

基金の名称 設置の目的 積立額 

(１)～(６） （略） 

(７) 下呂

市国際交

流基金 

国際交流及び文化振興事

業の必要な経費の財源に

充てるため 

市長が定

める額 

(８) 下呂

市簡易水

道施設整

備基金 

簡易水道事業の施設整備

等の財源に充てるため 

市長が定

める額 

(９) 下呂

市下水道

施設整備

基金 

下水道事業の施設整備等

の財源に充てるため 

市長が定

める額 

(10)～(27) （略） 

２ （略）

（下呂市簡易水道事業給水条例の一部改正） 

第６条 下呂市簡易水道事業給水条例（平成16年下呂市条例第76号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 



（負担金） （負担金） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 既納の負担金は、還付しない。ただし、水道

事業、簡易水道事業及び下水道事業の管理者の

権限を行う市長（以下「管理者」という。）が

特に認めた場合は、この限りでない。 

５ 既納の負担金は、還付しない。ただし、水道

事業及び簡易水道事業の管理者の権限を行う

市長（以下「管理者」という。）が特に認めた

場合は、この限りではない。 

（下呂市簡易水道事業分担金徴収条例の一部改正） 

第７条 下呂市簡易水道事業分担金徴収条例（平成16年下呂市条例第77号）の一部を次のように改

正する。 

改 正 後 改 正 前 

（分担金の減免等） （分担金の減免等） 

第５条 水道事業、簡易水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

いう。）は、次の各号のいずれかに該当する者

に対し分担金の徴収を延期し、又は減免するこ

とができる。 

第５条 水道事業及び簡易水道事業の管理者の

権限を行う市長（以下「管理者」という。）は、

次の各号のいずれかに該当する者に対し分担

金の徴収を延期し、又は減免することができ

る。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

（下呂市下水道条例の一部改正） 

第８条 下呂市下水道条例（平成16年下呂市条例第138号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和33年法律第

79号。以下「法」という。）の規定に基づき、

法その他の法令で定めるもののほか、下呂市の

公共下水道の管理及び使用に関し必要な事項

を定めるものとする。 

第１条 この条例は、下水道法（昭和33年法律第

79号。以下「法」という。）の規定に基づき、

法その他の法令で定めるもののほか、下呂市の

公共下水道の設置、管理及び使用に関し必要な

事項を定めるものとする。 

第２条 削除 

（設置） 

第２条 本市に、公共下水道を設置する。 

（管理） （管理） 



改 正 後 改 正 前 

第５条 水道事業、簡易水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

いう。）は、終末処理場を常に良好な状態で管

第５条 市長は、終末処理場を常に良好な状態で

管理し、その効果的な運用に努めなければなら

ない。 

理し、その効果的な運用に努めなければならな

い。 

２ 管理者は、終末処理場の運転操作、監視等の

管理業務及び汚泥の運搬、処分業務をその許可

を受け資格のある民間業者に委託することが

できる。 

２ 市長は、終末処理場の運転操作、監視等の管

理業務及び汚泥の運搬、処分業務をその許可を

受け資格のある民間業者に委託することがで

きる。 

（下水の排除方式） （下水の排除方式） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 冷却の用に供した水その他の汚水で雨水と

同程度以上に清浄であるものとして水道事業

等管理規程で定めるものに係るこの条例の規

定の適用については、これを雨水とみなすこと

ができる。 

２ 冷却の用に供した水その他の汚水で雨水と

同程度以上に清浄であるものとして規則で定

めるものに係るこの条例の規定の適用につい

ては、これを雨水とみなすことができる。 

（排水施設及び処理施設に共通する構造の技

術上の基準） 

（排水施設及び処理施設に共通する構造の技

術上の基準） 

第６条の３ 排水施設及び処理施設（これを補完

する施設を含む。以下同じ。）に共通する構造

の技術上の基準は、次のとおりとする。 

第６条の３ 排水施設及び処理施設（これを補完

する施設を含む。以下同じ。）に共通する構造

の技術上の基準は、次のとおりとする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人

の健康の保護に支障が生ずるおそれのない

ものとして水道事業等管理規程で定めるも

のを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置

その他下水の飛散を防止し、及び人の立入り

を制限する措置が講ぜられていること。 

(３) 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人

の健康の保護に支障が生ずるおそれのない

ものとして規則で定めるものを除く。）にあ

っては、覆い又は柵の設置その他下水の飛散

を防止し、及び人の立入りを制限する措置が

講ぜられていること。 

(４) （略） (４) （略） 



改 正 後 改 正 前 

(５) 地震によって下水の排除及び処理に支

障が生じないよう地盤の改良、可撓（とう）

継手の設置その他の水道事業等管理規程で

定める措置が講ぜられていること。 

(５) 地震によって下水の排除及び処理に支

障が生じないよう地盤の改良、可撓（とう）

継手の設置その他の規則で定める措置が講

ぜられていること。 

（排水施設の構造の技術上の基準） （排水施設の構造の技術上の基準） 

第６条の４ 排水施設の構造の技術上の基準は、

前条に定めるもののほか、次のとおりとする。

第６条の４ 排水施設の構造の技術上の基準は、

前条に定めるもののほか、次のとおりとする。

(１) 排水管の内径及び排水渠（きょ）の断面

積は、水道事業等管理規程で定める数値を下

回らないものとし、かつ、計画下水量に応じ、

排除すべき下水を支障なく流下させること

ができるものとすること。 

(１) 排水管の内径及び排水渠（きょ）の断面

積は、規則で定める数値を下回らないものと

し、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下

水を支障なく流下させることができるもの

とすること。 

(２)～(５) （略） (２)～(５) （略） 

（処理施設の構造の技術上の基準） （処理施設の構造の技術上の基準） 

第６条の５ 処理施設（終末処理場であるものに

限る。第２号において同じ。）の構造の技術上

の基準は、第６条の３に定めるもののほか、次

のとおりとする。 

第６条の５ 処理施設（終末処理場であるものに

限る。第２号において同じ。）の構造の技術上

の基準は、第６条の３に定めるもののほか、次

のとおりとする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設

をいう。第６条の７において同じ。）は、汚

泥の処理に伴う排気、排液又は残さい物によ

り生活環境の保全又は人の健康の保護に支

障が生じないよう水道事業等管理規程で定

める措置が講ぜられていること。 

(２) 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設

をいう。第６条の７において同じ。）は、汚

泥の処理に伴う排気、排液又は残さい物によ

り生活環境の保全又は人の健康の保護に支

障が生じないよう規則で定める措置が講ぜ

られていること。 

（終末処理場の維持管理に関する基準） （終末処理場の維持管理に関する基準） 



改 正 後 改 正 前 

第６条の７ 法第21条第２項の規定による終末

処理場の維持管理は、次に定めるところにより

行うものとする。 

第６条の７ 法第21条第２項の規定による終末

処理場の維持管理は、次に定めるところにより

行うものとする。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設

には、汚泥の処理に伴う排気、排液又は残さ

い物により生活環境の保全又は人の健康の

保護に支障が生じないよう水道事業等管理

規程で定める措置を講ずること。 

(６) 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設

には、汚泥の処理に伴う排気、排液又は残さ

い物により生活環境の保全又は人の健康の

保護に支障が生じないよう規則で定める措

置を講ずること。 

（排水設備の接続方法及び内径等） （排水設備の接続方法及び内径等） 

第８条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新

設等」という。）を行おうとするときは、次に

定めるところによらなければならない。 

第８条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新

設等」という。）を行おうとするときは、次に

定めるところによらなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 排水設備を公共ます等に固着させると

きは、公共下水道の施設の機能を妨げ、又は

その施設を損傷するおそれのない箇所及び

工事の実施方法で管理者が定めるものによ

ること。 

(２) 排水設備を公共ます等に固着させると

きは、公共下水道の施設の機能を妨げ、又は

その施設を損傷するおそれのない箇所及び

工事の実施方法で市長が定めるものによる

こと。 

(３) 汚水のみを排除すべき排水管の内径は、

管理者が特別の理由があると認めた場合を

除き、次の表に定めるところによるものと

し、排水渠の断面積は、同表の左欄の区分に

応じそれぞれ同表の右欄に掲げる内径の排

水管と同程度以上の流下能力のあるものと

すること。ただし、一の建築物から排除され

る汚水の一部を排除すべき排水管で延長が

３メートル以下のものの内径は、75ミリメー

トル以上とすることができる。 

(３) 汚水のみを排除すべき排水管の内径は、

市長が特別の理由があると認めた場合を除

き、次の表に定めるところによるものとし、

排水渠の断面積は、同表の左欄の区分に応じ

それぞれ同表の右欄に掲げる内径の排水管

と同程度以上の流下能力のあるものとする

こと。ただし、一の建築物から排除される汚

水の一部を排除すべき排水管で延長が３メ

ートル以下のものの内径は、75ミリメートル

以上とすることができる。 

次の表 （略） 次の表 （略） 
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(４) 生ゴミ処理機（以下「ディスポーザー」

という。）は使用してはならない。ただし、

建築基準法（昭和25年法律第201号）第38条

（平成12年６月１日削除）に基づき建設大臣

の認定を受けた、ディスポーザー部と排水処

理部から構成される装置（以下「ディスポー

ザー排水システム等」という。）及び、社団

法人日本下水道協会の認定機関により認定

を受けたディスポーザー排水システム等で

管理者が認めたものについてはこの限りで

ない。 

(４) 生ゴミ処理機（以下「ディスポーザー」

という。）は使用してはならない。ただし、

建築基準法（昭和25年法律第201号）第38条

（平成12年６月１日削除）に基づき建設大臣

の認定を受けた、ディスポーザー部と排水処

理部から構成される装置（以下「ディスポー

ザー排水システム等」という。）及び、社団

法人日本下水道協会の認定機関により認定

を受けたディスポーザー排水システム等で

市長が認めたものについてはこの限りでな

い。 

（排水設備等の計画の確認） （排水設備等の計画の確認） 

第９条 排水設備又は法第24条第１項の規定に

よりその設置について許可を受けるべき排水

施設（以下これらを「排水設備等」という。）

の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、そ

の計画が排水設備等の設置及び構造に関する

法令の規定に適合するものであることについ

て、水道事業等管理規程で定めるところによ

り、申請書に必要な書類を添付して提出し、管

理者の確認を受けなければならない。 

第９条 排水設備又は法第24条第１項の規定に

よりその設置について許可を受けるべき排水

施設（以下これらを「排水設備等」という。）

の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、そ

の計画が排水設備等の設置及び構造に関する

法令の規定に適合するものであることについ

て、規則で定めるところにより、申請書に必要

な書類を添付して提出し、市長の確認を受けな

ければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添

付した書類に記載した事項を変更しようとす

るときは、あらかじめ、その変更について書面

により届け出て、同項の規定による管理者の確

認を受けなければならない。ただし、排水設備

等の構造に影響を及ぼすおそれのない変更に

あっては、事前にその旨を管理者に届けること

をもって足りる。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添

付した書類に記載した事項を変更しようとす

るときは、あらかじめ、その変更について書面

により届け出て、同項の規定による市長の確認

を受けなければならない。ただし、排水設備等

の構造に影響を及ぼすおそれのない変更にあ

っては、事前にその旨を市長に届けることをも

って足りる。 
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（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施） 

第10条 排水設備等の新設等の工事（水道事業等

管理規程で定める軽微な工事を除く。）は、水

道事業等管理規程で定めるところにより、管理

者が排水設備等の工事に関し、技能を有する者

として指定した者（以下「工事指定店」という。）

でなければ行ってはならない。 

第10条 排水設備等の新設等の工事（規則で定め

る軽微な工事を除く。）は、規則で定めるとこ

ろにより、市長が排水設備等の工事に関し、技

能を有する者として指定した者（以下「工事指

定店」という。）でなければ行ってはならない。

２ （略） ２ （略） 

（排水設備等の工事の検査） （排水設備等の工事の検査） 

第11条 工事指定店は、その工事を完了したとき

は、工事の完成した日から５日以内にその旨を

管理者に届け出て、その工事が排水設備等の設

置及び構造に関する法令の規定に適合するも

のであることについて、市の職員の検査を受け

なければならない。 

第11条 工事指定店は、その工事を完了したとき

は、工事の完成した日から５日以内にその旨を

市長に届け出て、その工事が排水設備等の設置

及び構造に関する法令の規定に適合するもの

であることについて、市の職員の検査を受けな

ければならない。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした

場合において、その工事が排水設備等の設置及

び構造に関する法令の規定に適合していると

認めたときは、当該排水設備等の新設等を行っ

た者に対し、水道事業等管理規程で定めるとこ

ろにより、検査済証を交付するものとする。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした

場合において、その工事が排水設備等の設置及

び構造に関する法令の規定に適合していると

認めたときは、当該排水設備等の新設等を行っ

た者に対し、規則で定めるところにより、検査

済証を交付するものとする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（排水設備等の改造等の措置） （排水設備等の改造等の措置） 

第12条 管理者は、公共下水道の管理上必要があ

ると認めるときは、義務者又は使用者に対し

て、排水設備等の改造、修繕その他の必要な措

置をするよう命ずることができる。 

第12条 市長は、公共下水道の管理上必要がある

と認めるときは、義務者又は使用者に対して、

排水設備等の改造、修繕その他の必要な措置を

するよう命ずることができる。 

２ 管理者は、第９条の規定による確認を受けな ２ 市長は、第９条の規定による確認を受けない
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いで排水設備等の新設等を行った者又は法令

等の規定に適合しない排水設備等の新設等を

行った者に対して、期限を付して、当該排水設

備等の撤去、改造又は修繕を命ずることができ

る。 

で排水設備等の新設等を行った者又は法令等

の規定に適合しない排水設備等の新設等を行

った者に対して、期限を付して、当該排水設備

等の撤去、改造又は修繕を命ずることができ

る。 

３ （略） ３ （略） 

（除害施設の設置等） （除害施設の設置等） 

第16条 法第12条の10第１項の規定により、次に

定める基準に適合しない下水（法第12条の２第

１項又は第５項の規定により公共下水道に排

除してはならないこととされるものを除く。）

を継続して排除して公共下水道を使用する者

は、除害施設を設け、又は必要な措置をしなけ

ればならない。 

第16条 法第12条の10第１項の規定により、次に

定める基準に適合しない下水（法第12条の２第

１項又は第５項の規定により公共下水道に排

除してはならないこととされるものを除く。）

を継続して排除して公共下水道を使用する者

は、除害施設を設け、又は必要な措置をしなけ

ればならない。 

(１) 下水道法施行令（昭和34年政令第147号）

第９条の４第１項各号に掲げる物質 それ

ぞれ当該各号に定める数値。ただし、同条第

３項に規定する場合においては、同項に規定

する基準に係る数値とする。 

(１) 下水道法施行令（昭和34年政令第147号。

以下「施行令」という。）第９条の４第１項

各号に掲げる物質 それぞれ当該各号に定

める数値。ただし、同条第３項に規定する場

合においては、同項に規定する基準に係る数

値とする。 

(２)～(７) （略） (２)～(７) （略） 

２ 前項の規定は、同項各号に掲げる物質又は項

目のうち、水道事業等管理規程で定めるものに

ついては、１日当たりの平均的な下水の量が5

0立方メートル未満である者には、適用しない。

２ 前項の規定は、同項各号に掲げる物質又は項

目のうち、規則で定めるものについては、１日

当たりの平均的な下水の量が50立方メートル

未満である者には、適用しない。 

（除害施設の設置等の届出） （除害施設の設置等の届出） 

第17条 除害施設を設置し、休止し、又は廃止し

ようとする者は、水道事業等管理規程で定める

ところにより、あらかじめ、その旨を管理者に

第17条 除害施設を設置し、休止し、又は廃止し

ようとする者は、規則で定めるところにより、

あらかじめ、その旨を市長に届け出なければな
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届け出なければならない。届け出た事項を変更

しようとするときも、同様とする。ただし、１

日当たりの平均的な下水の量が、50立方メート

ル以上である者に限る。 

らない。届け出た事項を変更しようとするとき

も、同様とする。ただし、１日当たりの平均的

な下水の量が、50立方メートル以上である者に

限る。 

（水質管理責任者制度） （水質管理責任者制度） 

第18条 除害施設又は特定施設を設置した者は、

水道事業等管理規程で定めるところにより、そ

の維持管理に関する業務を行う水質管理責任

者を選任し、遅滞なく、その旨を管理者に届け

出なければならない。 

第18条 除害施設又は特定施設を設置した者は、

規則で定めるところにより、その維持管理に関

する業務を行う水質管理責任者を選任し、遅滞

なく、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

２ 管理者は、水質管理責任者が前項に規定する

業務を怠ったときは、当該除害施設又は特定施

設の設置者に水質管理責任者を変更すべきこ

とを命ずることができる。 

２ 市長は、水質管理責任者が前項に規定する業

務を怠ったときは、当該除害施設又は特定施設

の設置者に水質管理責任者を変更すべきこと

を命ずることができる。 

（水質の測定等） （水質の測定等） 

第19条 除害施設の設置者は、水道事業等管理規

程で定めるところにより、第14条又は第16条に

規定する基準に適合しない下水の水質を測定

し、その結果を記録しておかなければならな

い。 

第19条 除害施設の設置者は、規則で定めるとこ

ろにより、第14条又は第16条に規定する基準に

適合しない下水の水質を測定し、その結果を記

録しておかなければならない。 

２ 管理者は、公共下水道を適正に管理するため

必要な限度において、除害施設の設置者から、

当該除害施設又はその排除する汚水の水質に

関し必要な報告を徴し、又は資料の提出を求め

ることができる。 

２ 市長は、公共下水道を適正に管理するため必

要な限度において、除害施設の設置者から、当

該除害施設又はその排除する汚水の水質に関

し必要な報告を徴し、又は資料の提出を求める

ことができる。 

（改善命令等） （改善命令等） 

第20条 管理者は、公共下水道の管理上必要があ

ると認めたときは、排水設備又は除害施設の設

第20条 市長は、公共下水道の管理上必要がある

と認めたときは、排水設備又は除害施設の設置
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置者若しくは使用者に対し、期限を定めて、排

水設備又は除害施設の構造若しくは使用の方

法の変更を命ずることができる。 

者若しくは使用者に対し、期限を定めて、排水

設備又は除害施設の構造若しくは使用の方法

の変更を命ずることができる。 

（排除の停止又は制限） （排除の停止又は制限） 

第21条 管理者は、公共下水道への排除が次のい

ずれかに該当するときは、排除を停止させ、又

は制限することができる。 

第21条 市長は、公共下水道への排除が次のいず

れかに該当するときは、排除を停止させ、又は

制限することができる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 前２号に掲げるもののほか、管理者が管

理上必要があると認めるとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が管理

上必要があると認めるとき。 

（代理人及び管理人の選定） （代理人及び管理人の選定） 

第23条 義務者が市内に住所、居所、事務所若し

くは事業所を有しないとき、又は管理者におい

て特に必要があると認めるときは、義務者は市

内に住所又は居所を有する者のうちから代理

人を選定し、管理者に届け出なければならな

い。代理人を変更したときも、同様とする。 

第23条 義務者が市内に住所、居所、事務所若し

くは事業所を有しないとき、又は市長において

特に必要があると認めるときは、義務者は市内

に住所又は居所を有する者のうちから代理人

を選定し、市長に届け出なければならない。代

理人を変更したときも、同様とする。 

２ 義務者又は使用者が排水設備等を共有し、又

は共用するときは、義務者若しくは使用者又は

それらの代理人のうちから管理人を選定し、管

理者に届け出なければならない。管理人を変更

したときも、同様とする。 

２ 義務者又は使用者が排水設備等を共有し、又

は共用するときは、義務者若しくは使用者又は

それらの代理人のうちから管理人を選定し、市

長に届け出なければならない。管理人を変更し

たときも、同様とする。 

３ 管理者は、前項の管理人を不適当と認めたと

きは、変更させることができる。 

３ 市長は、前項の管理人を不適当と認めたとき

は、変更させることができる。 

４ 第１項及び第２項の規定による代理人及び

管理人は、この条例又はこの条例に基づく水道

事業等管理規程に規定した事項について、共有

者若しくは共用者又は義務者が行わなければ

ならない一切の事項を共有者若しくは共用者 

４ 第１項及び第２項の規定による代理人及び

管理人は、この条例又はこの条例に基づく規則

に規定した事項について、共有者若しくは共用

者又は義務者が行わなければならない一切の

事項を共有者若しくは共用者又は義務者に代 
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又は義務者に代わって処理しなければならな

い。 

わって処理しなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出） 

第24条 使用者が公共下水道の使用を開始、休

止、廃止、若しくは現に休止しているその使用

を再開しようとするとき、又は使用水の種別を

変更しようとするときは、当該使用者は、水道

事業等管理規程で定めるところにより、あらか

じめ、その旨を管理者に届け出なければならな

い。 

第24条 使用者が公共下水道の使用を開始、休

止、廃止、若しくは現に休止しているその使用

を再開しようとするとき、又は使用水の種別を

変更しようとするときは、当該使用者は、規則

で定めるところにより、あらかじめ、その旨を

市長に届け出なければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（料金の徴収） （料金の徴収） 

第25条 （略） 第25条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 料金の納付期限は、徴収すべき月の末日まで

の間において、管理者が定める。ただし、管理

者において特別の事情があると認めたときは、

その納付期限を延長することができる。 

４ 料金の納付期限は、徴収すべき月の末日まで

の間において、市長が定める。ただし、市長に

おいて特別の事情があると認めたときは、その

納付期限を延長することができる。 

５ 前２項の規定にかかわらず、管理者は、土木

建築に関する工事の施工に伴う排水のため公

共下水道を使用する場合その他の公共下水道

を一時使用する場合において必要があると認

めるときは、料金を前納させることができる。

この場合において、料金の精算及びこれに伴う

追徴又は還付は、使用者から公共下水道の使用

を廃止した旨の届出があったときその他管理

者が必要があると認めたときに行う。 

５ 前２項の規定にかかわらず、市長は、土木建

築に関する工事の施工に伴う排水のため公共

下水道を使用する場合その他の公共下水道を

一時使用する場合において必要があると認め

るときは、料金を前納させることができる。こ

の場合において、料金の精算及びこれに伴う追

徴又は還付は、使用者から公共下水道の使用を

廃止した旨の届出があったときその他市長が

必要があると認めたときに行う。 



改 正 後 改 正 前 

（料金の算定方法） （料金の算定方法） 

第26条 料金の額は、使用者等が排除した汚水の

量に応じ、別表第２に定める基本料金と従量料

金との合計額（水道事業等管理規程で定めると

ころにより取り付けられた計測器があるとき

は、その使用料を加算した額）に100分の110

を乗じて得た額とする。この場合において、１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。 

第26条 料金の額は、使用者等が排除した汚水の

量に応じ、別表第２に定める基本料金と従量料

金との合計額（規則で定めるところにより取り

付けられた計測器があるときは、その使用料を

加算した額）に100分の110を乗じて得た額とす

る。この場合において、１円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。 

２ 使用者等が排除した汚水の量の算定は、次に

定めるところによる。 

２ 使用者等が排除した汚水の量の算定は、次に

定めるところによる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 水道水以外の水を排除した場合は、その

使用水量とし、当該使用水量は使用者の態様

を勘案して水道事業等管理規程で定めると

ころにより管理者が認定する。 

(２) 水道水以外の水を排除した場合は、その

使用水量とし、当該使用水量は使用者の態様

を勘案して規則で定めるところにより市長

が認定する。 

(３) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い

使用する水の量がその営業に伴い公共下水

道に排除する汚水の量と著しく異なるもの

を営む使用者は、水道事業等管理規程で定め

るところにより、汚水排出量申告書を、その

使用月の末日から、起算して７日以内に管理

者に提出しなければならない。この場合にお

いては、前２号の規定にかかわらず、管理者

は、その申告書の記載を勘案してその使用者

の排除した汚水の量を認定するものとする。

(３) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い

使用する水の量がその営業に伴い公共下水

道に排除する汚水の量と著しく異なるもの

を営む使用者は、規則で定めるところによ

り、汚水排出量申告書を、その使用月の末日

から、起算して７日以内に市長に提出しなけ

ればならない。この場合においては、前２号

の規定にかかわらず、市長は、その申告書の

記載を勘案してその使用者の排除した汚水

の量を認定するものとする。 

(４) （略） (４) （略） 

３ 月の中途において下水道の使用を開始し、又

は使用をやめたときの第１項に定める基本料

金の算定は、次のとおりとする。 

３ 月の中途において下水道の使用を開始し、又

は使用をやめたときの同条に定める基本料金

の算定は、次のとおりとする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 



改 正 後 改 正 前 

４ （略） ４ （略） 

（資料の提出） （資料の提出） 

第27条 管理者は、料金を算出するために必要な

限度において、使用者から資料の提出を求める

ことができる。 

第27条 市長は、料金を算出するために必要な限

度において、使用者から資料の提出を求めるこ

とができる。 

（行為の許可） （行為の許可） 

第28条 法第24条第１項の許可を受けようとす

る者は、水道事業等管理規程で定めるところに

より、申請書に次に掲げる図面を添付して管理

者に提出しなければならない。許可を受けた事

項を変更しようとするときも、同様とする。 

第28条 法第24条第１項の許可を受けようとす

る者は、規則で定めるところにより、申請書に

次に掲げる図面を添付して市長に提出しなけ

ればならない。許可を受けた事項を変更しよう

とするときも、同様とする。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

（占用） （占用） 

第30条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件

（以下この条及び次条において「占用物件」と

いう。）を設け、継続して公共下水道の敷地又

は排水施設を占用しようとする者は、水道事業

等管理規程で定めるところにより、申請書を提

出して管理者の許可を受けなければならない。

ただし、占用物件の設置については法第24条第

１項の許可を受けたときは、その許可をもって

占用の許可とみなす。 

第30条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件

（以下この条及び次条において「占用物件」と

いう。）を設け、継続して公共下水道の敷地又

は排水施設を占用しようとする者は、規則で定

めるところにより、申請書を提出して市長の許

可を受けなければならない。ただし、占用物件

の設置については法第24条第１項の許可を受

けたときは、その許可をもって占用の許可とみ

なす。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（原状回復） （原状回復） 

第31条 前条第１項の許可を受けた者は、その許

可により占用物件を設けることができる期間

が満了したとき、又は当該占用物件を設ける目

第31条 前条第１項の許可を受けた者は、その許

可により占用物件を設けることができる期間

が満了したとき、又は当該占用物件を設ける目



改 正 後 改 正 前 

的を廃止したときは、当該占用物件を除去し、

公共下水道を原状に回復しなければならない。

ただし、管理者が原状に回復することが不適当

であると認めたときは、この限りでない。 

的を廃止したときは、当該占用物件を除去し、

公共下水道を原状に回復しなければならない。

ただし、市長が原状に回復することが不適当で

あると認めたときは、この限りでない。 

２ 管理者は、前条第１項の占用の許可を受けた

者に対して、前項の原状回復又は原状に回復す

ることが不適当な場合の措置について必要な

指示をすることができる。 

２ 市長は、前条第１項の占用の許可を受けた者

に対して、前項の原状回復又は原状に回復する

ことが不適当な場合の措置について必要な指

示をすることができる。 

（手数料） （手数料） 

第32条 手数料は、次の区分により、申込者から

申し込みの際これを徴収する。ただし、管理者

が特別の理由があると認めた申込者からは、申

込後徴収することができる。 

第32条 手数料は、次の区分により、申込者から

申し込みの際これを徴収する。ただし、市長が

特別の理由があると認めた申込者からは、申込

後徴収することができる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

（料金等の軽減又は免除等） （料金等の軽減又は免除等） 

第35条 管理者は、公益上その他特別の理由があ

ると認めたときは、この条例によって納付しな

ければならない料金、手数料その他この条例に

よって納付すべき金額を軽減又は免除、分納、

延納することができる。 

第35条 市長は、公益上その他特別の理由がある

と認めたときは、この条例によって納付しなけ

ればならない料金、手数料その他この条例によ

って納付すべき金額を軽減又は免除、分納、延

納することができる。 

（運営委員会の設置） （運営委員会の設置） 

第39条 （略） 第39条 （略） 

２ 前項に関し、必要な事項は、水道事業等管理

規程で定める。 

２ 前項に関し、必要な事項は、規則で定める。

（委任） （委任） 

第40条 この条例で定めるもののほか、必要な事

項は、管理者が定める。 

第40条 この条例で定めるもののほか、必要な事

項は、市長が定める。 



（下呂市下水道事業受益者負担金徴収条例の一部改正） 

第９条 下呂市下水道事業受益者負担金徴収条例（平成16年下呂市条例第139号）の一部を次のよう

に改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（受益者） （受益者） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 水道事業、簡易水道事業及び下水道事業の管

理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）

は、排水区域内における土地区画整理法（昭和

29年法律第119号）による土地区画整理事業の

施行に係る土地について仮換地の指定が行わ

れた場合において必要があると認めるときは、

換地処分が行われたものとみなして、前項の受

益者を定めることができる。 

２ 市長は、排水区域内における土地区画整理法

（昭和29年法律第119号）による土地区画整理

事業の施行に係る土地について仮換地の指定

が行われた場合において必要があると認める

ときは、換地処分が行われたものとみなして、

前項の受益者を定めることができる。 

（排水区域の公告） （排水区域の公告） 

第３条 管理者は、この条例の施行後遅滞なく排

水区域の名称、区域及び地積を公告しなければ

ならない。これを変更しようとするときも、同

様とする。 

第３条 市長は、この条例の施行後遅滞なく排水

区域の名称、区域及び地積を公告しなければな

らない。これを変更しようとするときも、同様

とする。 

（事業費の予定額等の決定等） （事業費の予定額等の決定等） 

第６条 管理者は、第３条の公告後遅滞なく、事

業費の予定額及び単位負担金額を定め、これら

を公告しなければならない。 

第６条 市長は、第３条の公告後遅滞なく、事業

費の予定額及び単位負担金額を定め、これらを

公告しなければならない。 

（賦課対象区域の決定等） （賦課対象区域の決定等） 

第７条 管理者は、毎年度の当初に、当該年度内

に事業を施行することを予定し、かつ、負担金

を賦課しようとする区域（以下「賦課対象区域」

第７条 市長は、毎年度の当初に、当該年度内に

事業を施行することを予定し、かつ、負担金を

賦課しようとする区域（以下「賦課対象区域」

という。）を定め、これを公告しなければなら

ない。 

という。）を定め、これを公告しなければなら

ない。 



改 正 後 改 正 前 

（負担金の賦課及び徴収） （負担金の賦課及び徴収） 

第８条 管理者は、前条の公告の日現在における

当該公告のあった賦課対象区域内の土地に係

る受益者ごとに、第６条の規定により公告され

た単位負担金額の予定額を基礎として負担金

の額を定め、これを賦課するものとする。 

第８条 市長は、前条の公告の日現在における当

該公告のあった賦課対象区域内の土地に係る

受益者ごとに、第６条の規定により公告された

単位負担金額の予定額を基礎として負担金の

額を定め、これを賦課するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 管理者は、第１項の規定により負担金の額を

定めたときは、遅滞なく当該負担金の額及びそ

の納付期日等を受益者に通知しなければなら

ない。 

３ 市長は、第１項の規定により負担金の額を定

めたときは、遅滞なく当該負担金の額及びその

納付期日等を受益者に通知しなければならな

い。 

４ （略） ４ （略） 

（前納報奨金） （前納報奨金） 

第９条 前条第４項の規定により受益者が負担

金を一括納付をしたときは、管理者が定めると

ころにより前納報奨金を交付する。 

第９条 前条第４項の規定により受益者が負担

金を一括納付をしたときは、規則に定めるとこ

ろにより前納報奨金を交付する。 

（負担金の徴収猶予） （負担金の徴収猶予） 

第10条 管理者は、次のいずれかに該当する場合

においては、負担金の徴収を猶予することがで

きる。 

第10条 市長は、次のいずれかに該当する場合に

おいては、負担金の徴収を猶予することができ

る。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) その他管理者が特に猶予する必要があ

ると認めたとき。 

(３) その他市長が特に猶予する必要がある

と認めたとき。 

（負担金の減免） （負担金の減免） 



改 正 後 改 正 前 

第11条 管理者は、別表に掲げるいずれかに該当

する場合は受益者の負担金を、減免することが

できる。 

第11条 市長は、別表に掲げるいずれかに該当す

る場合は受益者の負担金を、減免することがで

きる。 

（事業費等の確定等） （事業費等の確定等） 

第12条 管理者は、事業が終了したときは、遅滞

なく事業費の額及び単位負担金額を確定し、こ

れらを公告しなければならない。 

第12条 市長は、事業が終了したときは、遅滞な

く事業費の額及び単位負担金額を確定し、これ

らを公告しなければならない。 

（負担金の精算） （負担金の精算） 

第13条 管理者は、前条の規定により公告された

単位負担金額を基礎として負担金の額を確定

し、その確定した額と第８条第１項の規定によ

り定めた負担金の額との間に差額があるとき

は遅滞なく、その差額に相当する金額を受益者

から追徴し、又は受益者に還付しなければなら

ない。 

第13条 市長は、前条の規定により公告された単

位負担金額を基礎として負担金の額を確定し、

その確定した額と第８条第１項の規定により

定めた負担金の額との間に差額があるときは

遅滞なく、その差額に相当する金額を受益者か

ら追徴し、又は受益者に還付しなければならな

い。 

２ 前条の規定により公告された事業費及び単

位負担金額の確定額が第６条の規定により公

告された事業費及び単位負担金額の予定額を

超える場合において、その差額が少ないと管理

者が認めるときは、前項の規定による精算をし

ないことができる。 

２ 前条の規定により公告された事業費及び単

位負担金額の確定額が第６条の規定により公

告された事業費及び単位負担金額の予定額を

超える場合において、その差額が少ないと市長

が認めるときは、前項の規定による精算をしな

いことができる。 

３ 管理者は、前項の規定により精算しないとき

は、前条の規定による公告の日後遅滞なく、そ

の旨を公告しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により精算しないとき

は、前条の規定による公告の日後遅滞なく、そ

の旨を公告しなければならない。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い） 

第14条 第７条の公告の日後、受益者の変更があ

った場合において、当該変更に係る当事者の一

方又は双方がその旨を管理者に届け出たとき 

第14条 第７条の公告の日後、受益者の変更があ

った場合において、当該変更に係る当事者の一

方又は双方がその旨を市長に届け出たときは、



改 正 後 改 正 前 

は、新たに受益者となった者は、従前の受益者

の地位を承継するものとする。ただし、第８条

第１項の規定により定められた額及び前条第

１項の規定により受益者から徴収すべき金額

のうち当該届出の日までに納付すべき時期に

至っているものは、従前の受益者が納付するも

のとする。 

新たに受益者となった者は、従前の受益者の地

位を承継するものとする。ただし、第８条第１

項の規定により定められた額及び前条第１項

の規定により受益者から徴収すべき金額のう

ち当該届出の日までに納付すべき時期に至っ

ているものは、従前の受益者が納付するものと

する。 

（排水区域が拡張された場合の取扱い） （排水区域が拡張された場合の取扱い） 

第15条 管理者は、新たに排水区域が拡張された

場合において必要と認めるときは、当該拡張さ

れた区域を一の排水区域とみなして、この条例

の規定を適用することができる。 

第15条 市長は、新たに排水区域が拡張された場

合において必要と認めるときは、当該拡張され

た区域を一の排水区域とみなして、この条例の

規定を適用することができる。 

（委任） （委任） 

第16条 この条例に定めるもののほか必要な事

項は、管理者が定める。 

第16条 この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が定める。 

別表（第11条関係） 別表（第11条関係） 

下水道事業受益者負担金減免基準 下水道事業受益者負担金減免基準 

対象となる

土地 

内容 減免率 

公の生活扶助を受けている者、その他これに準

ずる者の所有又は使用している土地の部 

（略） 

状況により

特に負担金

を減免する

必要がある

と認められ

る土地 

１）～３） （略） 

４）その他実情に応じて

減免することが必要

と認められる土地 

その都度

管理者が

定める率

対象となる

土地 

内容 減免率 

公の生活扶助を受けている者、その他これに

準ずる者の所有又は使用している土地の部 

（略） 

状況により

特に負担金

を減免する

必要がある

と認められ

る土地 

１）～３） （略） 

４）その他実情に応じて

減免することが必要

と認められる土地 

その都度

市長が定

める率 



（下呂市特定環境保全公共下水道事業受益者分担金徴収条例の一部改正） 

第10条 下呂市特定環境保全公共下水道事業受益者分担金徴収条例（平成16年下呂市条例第140号）

の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（受益者） （受益者） 

第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、当該建築物につき

質権等の担保物件を有している者がある場合

に、建築物の所有者及びその担保物件の権利者

とが協議して、当該権利者を当該建築物に係る

分担金の徴収を受けるべき者として定め、その

旨を水道事業、簡易水道事業及び下水道事業の

管理者の権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）に届け出たときは、その者を受益者とみ

なす。 

第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、当該建築物につき

質権等の担保物件を有している者がある場合

に、建築物の所有者及びその担保物件の権利者

とが協議して、当該権利者を当該建築物に係る

分担金の徴収を受けるべき者として定め、その

旨を市長に届け出たときは、その者を受益者と

みなす。 

（賦課対象区域の公告） （賦課対象区域の公告） 

第３条 管理者は、供用開始をしようとする場合

は、分担金を賦課しようとする区域その他必要

事項を定め、これを公告しなければならない。

第３条 市長は、供用開始をしようとする場合

は、分担金を賦課しようとする区域その他必要

事項を定め、これを公告しなければならない。

（分担金の賦課徴収） （分担金の賦課徴収） 

第５条 管理者は、受益者に対し、第３条に定め

る分担金を賦課する。 

第５条 市長は、受益者に対し、第３条に定める

分担金を賦課する。 

２ 管理者は、前項の規定により分担金を賦課し

たときは、遅滞なく当該分担金の額及び納期限

等を受益者に通知し、これを徴収するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定により分担金を賦課した

ときは、遅滞なく当該分担金の額及び納期限等

を受益者に通知し、これを徴収するものとす

る。 

３ （略） ３ （略） 

（前納報奨金） （前納報奨金） 

第６条 前条第３項の規定により受益者が、分担 第６条 前条第３項の規定により受益者が、分担



改 正 後 改 正 前 

金を一括納付をしたときは、管理者が定めると

ころにより、前納報奨金を交付する。 

金を一括納付をしたときは、規則に定めるとこ

ろにより、前納報奨金を交付する。 

（分担金の徴収猶予） （分担金の徴収猶予） 

第７条 管理者は、次に該当する場合は、分担金

の徴収を３年以内に限り猶予することができ

る。 

第７条 市長は、次に該当する場合は、分担金の

徴収を３年以内に限り猶予することができる。

(１) （略） (１) （略） 

(２) その他管理者が特に猶予する必要があ

ると認めたとき。 

(２) その他市長が特に猶予する必要がある

と認めたとき。 

（分担金の減免） （分担金の減免） 

第８条 管理者は、別表第２に掲げるいずれかに

該当する場合は受益者の分担金を減免するこ

とができる。 

第８条 市長は、別表第２に掲げるいずれかに該

当する場合は受益者の分担金を減免すること

ができる。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い） 

第９条 受益者の変更があった場合において、当

該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨

を管理者に届け出たときは、新たに受益者とな

った者は、従前の受益者の地位を承継するもの

とする。ただし、第３条の規定する分担金の額

のうち、当該届出の日までに納付すべき時期に

至っているものは、従前の受益者が納付するも

のとする。 

第９条 受益者の変更があった場合において、当

該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨

を市長に届け出たときは、新たに受益者となっ

た者は、従前の受益者の地位を承継するものと

する。ただし、第３条の規定する分担金の額の

うち、当該届出の日までに納付すべき時期に至

っているものは、従前の受益者が納付するもの

とする。 

（委任） （委任） 

第10条 この条例で定めるもののほか、必要な事

項は、水道事業等管理規程で定める。 

第10条 この条例で定めるもののほか、必要な事

項は、規則で定める。 



改 正 後 改 正 前 

別表第２（第８条関係） 別表第２（第８条関係） 

特定環境保全公共下水道事業受益者分担金減

免基準 

特定環境保全公共下水道事業受益者分担金減

免基準 

内容 減免率 

１）～４） （略） 

５）その他実情に応じて減免すること

が必要と認められる土地 

その都度

管理者が

定める率

内容 減免率 

１）～４） （略） 

５）その他実情に応じて減免すること

が必要と認められる土地 

その都度

市長が定

める率 

（下呂市農業集落排水処理施設等の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第11条 下呂市農業集落排水処理施設等の設置及び管理に関する条例（平成16年下呂市条例第141

号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（供用開始の告示） （供用開始の告示） 

第４条 水道事業、簡易水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

いう。）は、施設の使用を開始しようとすると

きは、あらかじめ、供用を開始すべき年月日、

施設の名称、施設の位置及び汚水を処理すべき

区域を告示しなければならない。告示した事項

を変更しようとするときも、同様とする。 

第４条 市長は、施設の使用を開始しようとする

ときは、あらかじめ、供用を開始すべき年月日、

施設の名称、施設の位置及び汚水を処理すべき

区域を告示しなければならない。告示した事項

を変更しようとするときも、同様とする。 

（使用料の徴収） （使用料の徴収） 

第５条 管理者は、施設の使用について、使用者

から使用料を徴収する。 

第５条 市は、施設の使用について、使用者から

使用料を徴収する。 

（下呂市農業集落排水事業等受益者分担金徴収条例の一部改正） 

第12条 下呂市農業集落排水事業等受益者分担金徴収条例（平成16年下呂市条例第142号）の一部を

次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（受益者） （受益者） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、当該建築物につき ２ 前項の規定にかかわらず、当該建築物につき



改 正 後 改 正 前 

質権等の担保物件を有している者がある場合

に、建築物の所有者及びその担保物件の権利者

が協議して、当該権利者を当該建築物に係る分

担金の徴収を受けるべき者として定め、その旨

を水道事業、簡易水道事業及び下水道事業の管

理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）

に届け出たときは、その者を受益者とみなす。

質権等の担保物件を有している者がある場合

に、建築物の所有者及びその担保物件の権利者

が協議して、当該権利者を当該建築物に係る分

担金の徴収を受けるべき者として定め、その旨

を市長に届け出たときは、その者を受益者とみ

なす。 

（委任） （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事

項は、管理者が定める。 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事

項は、市長が定める。 

（下呂市水道事業給水条例の一部改正） 

第13条 下呂市水道事業給水条例（平成16年下呂市条例第177号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（給水装置の新設等の申込み） （給水装置の新設等の申込み） 

第５条 給水装置を新設、改造、修繕（法第16

条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装

置の軽微な変更を除く。）又は撤去しようとす

る者は、あらかじめ水道事業、簡易水道事業及

び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

「管理者」という。）に申し込み、その承認を

第５条 給水装置を新設、改造、修繕（法第16

条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装

置の軽微な変更を除く。）又は撤去しようとす

る者は、あらかじめ水道事業及び簡易水道事業

の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

いう。）に申し込み、その承認を受けなければ

受けなければならない。 ならない。 

２ （略） ２ （略） 

（下呂市水道事業等職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第14条 下呂市水道事業等職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成16年下呂市条例第178号）

の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27

年法律第292号）第38条第４項の規定に基づき、

水道事業等職員の給与の種類及び基準を定め

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27

年法律第292号。以下「法」という。）第38条

第４項の規定に基づき、水道事業等職員の給与



改 正 後 改 正 前 

るものとする。 の種類及び基準を定めるものとする。 

（委任） （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事

項は、水道事業、簡易水道事業及び下水道事業

の管理者の権限を行う市長が定める。 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事

項は、水道事業及び簡易水道事業の管理者の権

限を行う市長が定める。 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 



【参考資料】

下呂市下水道事業に地方公営企業法の全部を適用することに

伴う関係条例の整理に関する条例要綱

１．制定理由

下呂市下水道事業について、令和２年４月１日から地方公営企業法（昭和27年法律

第292号）の規定の全部を適用することに伴い、当該条例を制定、関係条例の一部を改

正するものです。

２．概要

(１) 下呂市水道事業及び簡易水道事業の設置等に関する条例の一部改正（第１条） 

既に地方公営企業法の規定により全部適用している水道事業等の条例と共有

するため、所要の改正を行います。 

① 事業の設置について、下水道事業を加えます。 

（第１条関係） 

② 地方公営企業法では、任意適用である下水道事業について、同法の規定によ

り、条例において全部を適用する旨を規定します。 

（第１条の２関係） 

③ 経営の規模について、下水道事業に係る規定を加えます。 

（第２条関係） 

(２) 下呂市行政組織条例の一部改正（第２条）

生活部の下水道事業については、公営企業組織となるため、当該規定を削りま

す。

（第２条関係）

 (３) 下呂市職員定数条例の一部改正（第３条） 

 市長の事務部局に属する下水道事業職員について、公営企業組織に属すること

となるため、定数を整理する改正を行います。 

（第２条関係） 

 (４) 下呂市特別会計条例の一部改正（第４条） 

    下呂市下水道事業特別会計については、その設置根拠が地方公営企業法に変更

となるため、これを削ります。



（第１条関係）

(５) 下呂市基金条例の一部改正（第５条）

    下呂市簡易水道施設整備基金及び下呂市下水道施設整備基金を廃止して企業会

計に繰り入れるため、これを削ります。

（第３条関係）

 (６) 下呂市簡易水道事業給水条例の一部改正（第６条） 

    管理者の権限に下水道事業を加えます。

（第５条関係）

 (７) 下呂市簡易水道事業分担金徴収条例の一部改正（第７条） 

    管理者の権限に下水道事業を加えます。

（第５条関係） 

(８) 下呂市下水道条例の一部改正（第８条） 

① 設置の規定は別の条例で規定するため、削除します。

（第１条及び第２条関係）

② 管理者である市長と地方自治法上の市長と区別をつけるため、用語の整理を

行います。

（第５条、第８条から第12条、第17条から第35条及び第40条関係）

③ 地方公営企業法の適用により規則を廃止し、新たに水道事業等管理規定を定

めます。

（第６条から第６条の７、第９条から第11条、第16条から第19条、第23条、第

24条、第26条、第28条、第30条及び第39条関係）

(９) 下呂市下水道事業受益者負担金徴収条例の一部改正（第９条） 

    管理者である市長と地方自治法上の市長と区別をつけるため、用語の整理を行

います。 

（第２条、第３条及び第６条から第16条関係） 

(10) 下呂市特定環境保全公共下水道事業受益者分担金徴収条例の一部改正（第10条） 

① 管理者である市長と地方自治法上の市長と区別をつけるため、用語の整理を

行います。

（第２条、第３条及び第５条から第9条関係）

② 地方公営企業法の適用により規則を廃止し、新たに水道事業等管理規定を定

めます。



（第10条関係）

(11) 下呂市農業集落排水処理施設等の設置及び管理に関する条例の一部改正（第11

条） 

    管理者である市長と地方自治法上の市長と区別をつけるため、用語の整理を行

います。

（第４条及び第５条関係）

(12) 下呂市農業集落排水処理事業等受益者分担金徴収条例の一部改正（第12条） 

    管理者である市長と地方自治法上の市長と区別をつけるため、用語の整理を行

います。

（第２条及び第４条関係）

(13) 下呂市水道事業給水条例の一部改正（第13条） 

    管理者の権限に下水道事業を加えます。

（第５条関係）

(14) 下呂市水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第14条） 

    管理者の権限に下水道事業を加えます。 

（第４条関係） 

 (15) この条例は、令和２年４月１日から施行します。


